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化学物質審査規制法 

（化審法）関連業務 

化学物質のリスク評価・ 

管理業務 

化学物質総合管理情報の 

整備・提供業務 

行 政 
法令整備・施行 

化学物質管理 

国 民 
化学物質に関する 

正しい理解 

事業者 
法令遵守 

自主管理 

相 互 理 解 

● 化審法施行支援 

● 化審法関連情報の収集・解析 

 

● 化学物質のリスク評価等 

● リスク評価手法等の調査と手法開発 

● 化管法施行支援 

● 化管法関連情報の収集・解析 

● 化学物質の有害性等の情報の整備提供 

● 化学物質のリスク等に係る相互理解のための 

  情報の整備提供 

科学的知見に基づく 

技術、情報の集約、発信 

化学物質管理情報提供 

有害性情報 

リスク評価情報等 

法施行支援 
化学物質 

管理支援 
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化学物質総合管理におけるＮＩＴＥの役割 



1. ＰＲＴＲデータの推移 

2. 排出対策の概要と排出量の削減の傾向 

3. 化学物質のリスク評価 

4. リスク評価と化学物質の管理 

5. 化学物質のリスクコミュニケーション 

6. 自主管理の取組事例 

補足：ＰＲＴＲ届出の注意点 
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～本日の内容～ 
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排出・移動区分別の経年変化 

ＰＲＴＲデータの推移 ① 
～排出・移動区分別の経年変化～ 

どの区分が多いか？増減は？ 
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大気への排出量の物質別経年変化 

ＰＲＴＲデータの推移 ② 
～物質別大気排出量の経年変化～ 

上位物質は何か？増減は？ 

H20に大きく減尐 

 従来とは異なる要因？ 

減尐していないのは？ 



ＰＲＴＲデータの推移 ③ 
～業種別大気排出量の経年変化～ 
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排出量削減対策の状況１ 
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排出量削減対策の状況２ 

大気排出量上位5業種における大気排出削減対策の取組状況 

（大気排出関連項目：装置設備の密閉化、排ガス処理施設、原材料・資材の変更、工程改善） 
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排出量削減対策と大気排出量の増減１ 
～化学工業～ 

注：各対策を実施しているか否かで集計しており、複数の
対策を実施している場合は、重複して集計されている。 

ほかにも要因がある？ 

①この対策ではなく別
の対策による効果？ 

②景気の低迷？･･等 

ほかにも要因がある？ 

①この対策ではなく別
の対策による効果？ 

②景気の低迷？･･等 

ほかにも要因がある？ 

①この対策ではなく別
の対策による効果 

②景気の低迷･･等 
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排出量削減対策と大気排出量の増減２ 
～輸送用機械器具製造業～ 

注：各対策を実施しているか否かで集計しており、複数の
対策を実施している場合は、重複して集計されている。 

ほかにも要因がある？ 

①この対策ではなく別
の対策による効果？ 

②景気の低迷？･･等 

ほかにも要因がある？ 

①この対策ではなく別
の対策による効果？ 

②景気の低迷？･･等 

ほかにも要因がある？ 

①この対策ではなく別
の対策による効果 

②景気の低迷･･等 
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排出量をH15から4割削減した
けれど、これで充分？？ 

ＰＲＴＲデータからリスク評価へ 

ヒトや環境への影響の
大きさはどの程度？ 

その量で影響（リスク）
があるかどうかの判断 

 

リスク評価 
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 ① リスク評価 
 優先的にリスクを管理すべき対象（物質）を洗い出し、その化学物

質の性質や暴露の条件に基づいた評価を行う。 

 

 ② リスク管理 
 リスク評価による管理の優先度に基づき、適切な取扱い（削減や管

理）をすることが必要。 

事業所におけるリスクに基づく化学物質の適切な管理 

リスク評価に基づく適正な化学物質管理 
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リスク評価の基本的な考え方 

動物実験などで求められた、 

「それ以下では有害影響を
生じないとされている量」 

と、あるケースの生活等を
想定して推定された、 

「実際の摂取量」 

の大小を比べることによっ
て、リスクを評価する。 

摂取量の方が 

少ないと安全 

摂取量の方が 

多いと危険 
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有害性評価 
 ～用量・反応関係と無毒性量～ 

有害な影響を示さない 有害な影響を示す 

     ＮＯＡＥＬ(無毒性量) 
ＴＤＩ＝             
     ＵＦｓ(不確実係数積) 

動物実験等で
求められた値 

ヒトへの影響に換
算した、一生取り
続けても安全な値 
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不確実さの考慮 

例えば、ＮＯＡＥＬの算出に用いた試験データの 

 ① 試験動物とヒトとの種の差を「１０」 
 ② 個人差を「１０」  
 ③ ２８日間反復投与毒性試験と長期試験との差を「１０」 

この場合、不確実さ（ＵＦS）を １０×１０×１０＝１０００ 
をとして、この分安全側に余裕を持った評価をします。 
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有害性は体に入った量で決まる 
化学物質の有害性について  
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～化学物質の人への暴露経路～ 

触れる 

口にする 

蒸発したものを吸い込む 

等・・ 

暴露評価 
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ＥＨＥ（推定暴露量）＝（大気＋飲料水＋食物）の暴露量合計 

暴露評価 
 ～暴露経路ごとの摂取量の算出方法～ 

暴露経路 濃度 摂取量 

大気 大気中濃度の測定値 

数理モデルによる推定値 

室内測定値 

大気吸入量：20 m3/人/日  

※呼吸からの体内吸収率について
は、原則1を用いる。 

飲料水 浄水中濃度に関する測定値
（ない場合は、地下水中、
河川水中濃度の順に代用） 

飲料水摂取量：2 L/人/日 

食物 食物中濃度に関する測定値
（ない場合は、魚体内濃度
の測定値、海域中の濃度か
らの推定値を採用する） 

食物摂取量：2,000 g/人/日 

（魚体内濃度を暴露評価に採用す
る場合は、魚類摂食量：120 g/人
/日） 

初期リスク評価指針Ver.2より引用 
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リスク評価の流れ 

リスク評価は、「暴露評価」によって推定された暴露量と、「有害性評価」に
よる無毒性量(毒性が認められない最大の量)を比較し、さらに評価の不確

実性を安全側に考慮することにより行われています。 
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リスク評価の方法 

• ＥＨＥ(ヒトへの推定暴露量)とＴＤＩ(耐容一日摂取量) 

 を比較する。 

    ＥＨＥ(ヒトへの推定暴露量) 
 ＨＱ＝ 
      ＴＤＩ(耐容一日摂取量) 
 

ＨＱ(ハザード比)≧1 の場合 

ＨＱ(ハザード比)＜1 の場合 

リスクあり 

リスクなし 

      ＮＯＡＥＬ(無毒性量) 
※ＴＤＩ＝             
      ＵＦｓ(不確実係数積) 

１より大きいか小さいかで、 

リスクの有無が明確に判断できる 
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リスク評価体験ツール トップページ 
http://www.safe.nite.go.jp/management/risk/taiken.html 

ＮＩＴＥ化学物質管理センター  トップページ 
http://www.safe.nite.go.jp/index.html 

リスク評価体験ツール 
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http://www.safe.nite.go.jp/management/about/experience/index.html 

リスク評価体験ツールの利用 
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リスク評価体験ツールの利用 
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モニタリングデータや濃度
マップで調べた値を入力 

リスク評価体験ツールの利用 
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リスク評価結果 

リスク評価体験ツールの利用 

 

25 



• 国際的に調和した考え方 
• 多岐に渡る使用物質や用途に対応 
• 適正な管理の元で使用 
• 最低限の規制を補足する自主管理 
• 関係者が自らのリスクを知り、管理する必要 

リスクベースの総合管理 

～ 規制 ＋ リスクに基づく自主管理 ～ 

リ ス ク 管 理 

リスク管理の考え方 

有害性だけでなく、使用の実態や暴露の可能性等を
考慮し、化学物質を取扱う者が自ら管理を行なうこと
が望ましい。 
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１． 対象とする化学物質を選択する。 

 有害性、排出量、法制度、社会・経済状況、費用対効果等を考慮。 

２． リスク評価結果を検討する。 

 ① リスクの定量的な評価 

 ② 社内、社外の様々な要因の検討  ・・・リスクヘッジ   

３． 具体的な対策を行う。・・・自主管理の推進 

 ① リスクが懸念される。 

   ⇒ 低減策（施設改修、代替物質、社内体制等）の検討 

 ② リスクが懸念されない。 

   ⇒ 現在の低いリスクを継続するための対策 

 ③ リスクの状況を問わず。  

   ⇒ 住民への情報提供の方法の検討（リスクコミュニケーション、
CSR報告書など） 

リスク管理の考え方 

リ ス ク 管 理 
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◆ 化学物質は、わたしたちの生活に密接に関わっており、その
性質を利用して生活を便利で豊かなものにしている。 

◆ 一方、使い方を誤ると、人の健康や環境に対して悪い影響を
及ぼすおそれがある。 

化学物質の二面性 

～化学物質の二面性～ 

ベネフィット：化学物質の利用による、快適さや便利さなどの有用性 

 

ハザード：化学物質が潜在的に持つ毒性や爆発性などの危険性・有害性 

 

 

二面性を理解して、上手に付き合うこと（利用及び管理）が重要 
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化学物質のリスクコミュニケーション 
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リスクコミュニケーション 

■ リスクコミュニケーション 
  社会に取り巻くリスクに関する正確な情報を、 
  関係者間で情報を共有し、相互の意思疎通を図る。 
 
   
 
 
 
 ■ 例 
・災害時のリスクコミュニケーション 
・食品のリスクコミュニケーション 
・化学物質のリスクコミュニケーション 
 
 
 

公表すべきじゃない！ 
数値が1人歩きする！ 
マニュアルがあるから大丈夫！ 
問題はありません！ 

  
 
   

 
 
 
 

立場が異なると、理解や認識が異なる 

安全ですか？ 
説明がわかりにくい！ 
使わないで！ 
データは本当？ 
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事業者と住民の考え方の違い 

事業者（工場） 

住民 
・何を作ってるの？ 

・どんな化学物質を使っているの？ 

・騒音がひどい、変な臭いがする、 

・説明が専門過ぎてわからない・・・ 

・住んでいる地域は安全なの？ 

・問題が起きてないので、リスコミをする 

 必要がないのでは・・・ 

・説明してもわかってもらえないのでは・・・ 

・どんな質問をされるかわからない・・・ 

・工場を改築したいが・・・ 

・他がやってないし、時間もない・・・ 

 

   

 
 

まずは考え方の溝を小さくする必要がある。 

    そもそも、住民はどれくらい【化学物質】を知っているか？ 

 

   

 

 

   
   

 
 

 

 

～関心・認識の違い～ 

 

31 



 「化学物質」という言葉に対して、約７０％が「危ないもの」という印象を
もっている。しかし、４２％が生活に必要、または、便利なものと認識 

  している。 

 化学物質の安全性について、約１４％が「不安があるものがほとんど」
と感じ、それを含めると７０％近くが「不安があるものが多い」と感じてい
る。 

 不安がある理由は、「有害なものがあるかもしれない」「化学物質につ
いてよくわからない」など不確実なものが多い。 

 化学物質に関して得たい情報について、「特にない」は５％程度であり
、ほとんどの国民が情報を必要としている。 

・化学物質は便利で必要である一方、危ない・不安と感じている。 
・情報が尐ないために不確実な情報が多く、わかりやすく正しい情報提供が必要。 

【化学物質】に対する意識調査 
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［内閣府大臣官房政府公報室］ 
身近にある化学物質に関する世論調査 より 



環境リスクとリスクコミュニケーション 

化学物質のリスクコミュニケーション 

化学物質による環境リスクに関する正確な情報を、事業者が地域住民
や行政と共有し、相互に意思疎通を図ること（環境リスクに関するコミュ
ニケーションを行うこと）。 
 
 

理解と信頼のレベルの向上・環境リスクの低減 
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環境リスク ＝ 有害性 × 暴露量 

（化学物質固有） 

一般環境の場合・・・・化学物質の管理の目標は環境中濃度 

管理の対象は排出量 

化学物質を十分に管理して、暴露の程度を小さくすれば、（人や環境
への）支障が発現する可能性（リスク）を小さくできる。 
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リスクコミュニケーションの背景 

◆ 化学物質に関する関心の高まり 

 

◆ トラブルの未然防止と企業イメージの向上 

 

◆ 化管法による届出データの公表 

第四条 （事業者の責務） 

   指定化学物質等取扱事業者は、第一種指定化学物質
及び第二種指定化学物質が人の健康を損なうおそれがあ
るものであること等第二条第二項各号のいずれかに該当
するものであることを認識し、かつ、化学物質管理指針
に留意して、指定化学物質等の製造、使用その他の取扱
い等に係る管理を行うとともに、その管理の状況に関す
る国民の理解を深めるよう努めなければならない。 
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 リスク評価 
 優先的にリスクを管理すべき対象（物質、地域）を洗い出し、その化

学物質の性質や暴露の条件に基づいた評価を行う。 

まず知ることが大切 

～リスクに基づく化学物質の適正な管理～ 

相談しながら 
みんなの納得のいく管理を 

 リスク管理 
 リスク評価による管理の優先度に基づき、適切な取扱い（削減や管

理）をすることが必要。 

 リスクコミュニケーション 
 管理の必要性や方法などについて、リスク情報に基づく関係者間の

情報共有や対話（コミュニケーション）をすることが大切。 

化学物質管理とリスクコミュニケーション① 
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事業者、行政 
・リスクの存在、性格と大きさ（化学物質の特定、有害性など） 
・リスクの測定方法と数値の意味  （モニタリング、ＰＲＴＲデータ、リスク評価結果など） 
・そのリスクの管理方法（低減方法、回避方法など） 

地域住民・NPOや自治会 

・リスクの知識の有無についての意思表示 

・リスクの許容基準に対する意思表示 

・リスク管理に対する対抗案の提案 

リスクコミュニケーション 
理解と信頼の向上 
地域の環境の改善 情報の共有 

～リスクコミュニケーションで何を伝えるか～ 

騒音振動、排水、温暖化、省エネ、 
廃棄物等の他の話題 

リスクコミュニケーションの内容 
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～ステークホルダーとその役割～ 

リスクコミュニケーションの役割 

◆ 事業者（工場） 
  社員、地域、消費者への配慮と情報公開 
 
◆ 地域住民・消費者 
  地域の環境管理と監視 
  事業者、行政の化学物質管理の是非への意思表示 
 
◆ 自治体・国 
  リスクコミュニケーションの場(事業者と市民の仲介)の提供 
  市民の理解増進の支援、人材育成  
  地域レベルの環境管理、監視、施策の実施 
 
◆ ＮＧＯ・ＮＰＯ・専門家 
  リスクコミュニケーションの場(事業者と市民の仲介)の提供 
   専門家としての解説、普及啓発等 
   事業者、行政の化学物質管理の是非への意思表示 
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～リスクコミュニケーションを実施する上での事業者の不安～ 

リスクコミュニケーションの現状① 

◆ コストがかかる 
◆ 過剰反応が不安 
◆ 何をして良いか不明 
◆ 話題がない 
◆ 方針がない 
◆ ニーズがない 
◆ 同業者がしていない 
◆ メリットがない 
◆ きっと科学的な話は理解してくれない 
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◆ コストや手間がかかる 
資料はＣＳＲ報告書、リスコミの場は交流会や工場見学 → 今あるもの、身
近なコミュニケーションの場の活用 

◆ 効果が分かりにくい 
アンケートをとる → リスコミに参加して、化学物質・事業者への意識がどう
変わったか分かる、住民の本音が分かる（事前アンケートをとれば、資料作
成への活用、質問対策ができ、市民の要望が分かる等、効果的） 

◆ 何をしたらいいか分からない 
まずは他の事業者の事例のまねでもいい → 反省点や住民の意見を参考
にしてその事業所、地域に合った形にしていけばよい 

◆ 分かりやすく説明するのが難しい 
視覚的に見せる（図・絵の活用）、化学物質アドバイザーの活用、ＮＩＴＥパン
フレットの活用等 → 情報量のギャップを考慮する 

リスクコミュニケーションの現状② 

～リスクコミュニケーションの課題①～ 
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リスクコミュニケーションの現状③ 

～リスクコミュニケーションの課題②～ 

◆ マニュアルの整備・事例集の充実 
   初めてリスコミを行う事業者、または、開催を予定している事業者に 
   対して、基本的な流れのわかるマニュアルが必要。 
   →経済省と環境省のHPや一部の自治体HPで公開されている。 
     リスコミを行った事業者のCSRレポートや環境報告書。 
 

◆ 情報源の充実 
   事業者及び住民が事前に知識を得るための情報源が必要。 
   →初期リスク評価書では化学物質の詳しい性状を知ることができる。 
     法律に基づいて公表されたPRTRデータの個別事業所データを使えば、 
     事業者と同等の情報を住民も事前に入手することが出来る。 
     それを用いて解析することも可能。 
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リスクコミュニケーションの現状④ 

～リスクコミュニケーションの重要性の確認～ 

◆ 住民が何を考えているか知ることが重要 
◆ 関係者間でリスクの低減を図る。 
◆ 正しい情報を共有する。 

リスクコミュニケーションの重要性 

リスクコミュニケーションにより、意見や認識の違いが必ずしも合意されるわけではなく、 

関係者間の対立が解消されるとは限らない。関係者が相互に情報を要求、提供、説明し 

合い、意見交換を行って関係者全員が問題や行為に対して理解と信頼のレベルを上げて 

リスク低減に役立てること。 

・通常のコミュニケーションでも、効果が得られれば構わない。 

・化学物質のリスクに関する情報を共有しつつ、信頼関係を築くこと。 
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通常のコミュニケーション 

交流会・お祭り 

清掃・美化活動 

緑化活動 

啓発活動 

防災訓練 

等･･･ 

 

    環境情報開示 
CSR報告書（社会、環境）等 
ホームページ、パンフレット  

 

 

 

 
 

 現場の公開 

工場見学 

職場体験 

 

 

 

 
 

  対話 

懇談会 

環境学習支援 

 

リスクコミュニケーション 
工場見学会 
環境報告書を読む会 
環境モニター・パトロール 
地域対話・環境懇談会 
JRCC地域対話  等… 

 

リスクコミュケーションには様々な形がある 

リスクコミュニケーションの形 
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実施率31% 

(189事業者) 

リスクコミュニケーションの実施状況① 

～リスクコミュケーション（対話・会合型）の実施状況～ 

 

43 

環境報告書を用いた調査（H18年度 ＮＩＴＥ） 



実施率92% 

（553事業者） 

リスクコミュニケーションの実施状況② 

～リスクコミュケーション（イベント型）の実施状況～ 
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リスクコミュニケーションの感想（住民側） 
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○住民側 

・環境対策をしっかりしている会社だとわかって安心しました。 
 

・工場でどのような化学物質を使用し、何を作っているのか良く理解できた。 
 

・リスクコミュニケーションの実施にはそれなりの県の指導が必要である。や
っただけの価値はあると感想を持ったので、県はこういう会をいろいろなと
ころで設けるようにしていただきたい。県が企業へ指導の努力をしなけれ
ば熱は出てこない。 

 

・普段不安、疑問に思っていたことが分かった。 
 

•言いたかったことが言える場があってよかった。 



リスクコミュニケーションの感想（事業者側） 

○事業者側 

・地域の人に企業を知っていただく、環境対策について説明し、地域の中で共存共
栄できる関係として、ＰＲのいい機会になりました。 

 

・地域の方の意見を聞く機会ができてよかった。 
 

・どんな質問がでるかわからないので不安だったが、実施してよかった。 
 

・環境保全活動の取組みをより理解いただけたと思います。特に専門性を要する化
学物質の内容については、工場・住民ともに更に理解が深まったと感じています。
今後は今回の懇談を受けて、地域の方々により信頼していただけるよう環境保全
活動に取組んでまいります。 

 

・当工場で使用している化学物質等の使用状況及び使用管理につきまして地域の
皆様方に、ご紹介が出来ましたことは、私共の今後の明確な行動指針となるもので
ございます。常に地域の皆様方に情報を公開・開示することで信頼関係を深める事
の大切さを、身にしみて痛感させられました。 
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化学物質の管理を適正に行っていくた
めには、その化学物質に関係する全て
の人（事業者、行政、地域住民、…）と
化学物質のリスクに関する情報を共有
する必要があります。 

 

 

そのために行なわれる対話がリスクコ
ミュニケーションです。 

 

 

コミュニケーションを通じて、より具体的
な対策に結びつけ、化学物質による環
境負荷の低減を図ることができます。 

～リスクコミュニケーション～ 

 

47 

化学物質管理とリスクコミュニケーション 



リスク評価に基づく化学物質管理と 
リスクコミュニケーションの事例 
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排出抑制対策の事例 ① 

取組の目標と取組の内容 

経済産業省化学物質管理課 

 「事業者による化学物質の自主管理の取組事例集」より引用 

排出抑制の段階的な目標設定① 
化学工業（医薬品製造業）の事例 
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排出抑制対策の事例 ① 

取組内容と効果及びその因果関係 

経済産業省化学物質管理課 

 「事業者による化学物質の自主管理の取組事例集」より引用 

排出抑制の段階的な目標設定② 
化学工業（医薬品製造業）の事例 
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排出抑制対策の事例 ② 

排出抑制の段階的な目標設定① 
金属製品製造業（塗装業）の事例 

取組の目標と取組の内容 

経済産業省化学物質管理課 

 「事業者による化学物質の自主管理の取組事例集」より引用 

 

51 



排出抑制対策の事例 ② 

取組内容と効果及びその因果関係 

排出抑制の段階的な目標設定② 
金属製品製造業（塗装業）の事例 

経済産業省化学物質管理課 

 「事業者による化学物質の自主管理の取組事例集」より引用  
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リスクコミュニケーションの事例 

経済産業省化学物質管理課 

 「事業者による化学物質の自主管理の取組事例集」より引用 

複数企業による合同リスクコミュニケーションの実施事例 
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リスクコミュニケーションの事例 

経済産業省化学物質管理課 

 「事業者による化学物質の自主管理の取組事例集」より引用 

複数企業による合同リスクコミュニケーションの実施事例 
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リスクコミュニケーションの事例 

経済産業省化学物質管理課 

 「事業者による化学物質の自主管理の取組事例集」より引用 

自治体と企業の連携によるリスクコミュニケーションの実施事例 
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リスクコミュニケーションの事例 

経済産業省化学物質管理課 

 「事業者による化学物質の自主管理の取組事例集」より引用 

自治体と企業の連携によるリスクコミュニケーションの実施事例 
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リスコミの事例 
課題の解決に活用 

ガスター株式会社（神奈川） 
PRTR大賞2008特別賞受賞 
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苦情の解決のためのコミニュケーション 

ガスター株式会社様よりご提供  
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苦情の解決のためのコミニュケーション 

ガスター株式会社様よりご提供  
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苦情の解決のためのコミニュケーション 

ガスター株式会社様よりご提供  
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苦情の解決のためのコミニュケーション 

ガスター株式会社様よりご提供  
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 事業者による化学物質の自主管理の取組事例集 

～独自の工夫や特筆すべき取組～   （経済産業省）   
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/pdf/torikumi.pdf 

 多様な業種で行われた化学物質管理の取組事例をとりまとめています。 
 

事業者向け 化学物質のリスク評価のためのガイドブック 
 （経済産業省） 
   http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/reports.html 
   ＜入門編＞＜実践編＞＜附属書＞で、リスク評価の基本的な考え方と 
     手順を紹介しています。 
 
化学物質のリスク評価について －よりよく理解するために－ 
     http://www.safe.nite.go.jp/shiryo/yoriyoku.html 
     化学物質のリスク評価の考え方や方法を簡単に解説しています。 
 

 リスク評価体験ツール 
  http://www.safe.nite.go.jp/management/risk/taiken.html 
  簡単なリスク評価を体験できます。  

リスク評価のための参考情報 
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http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/pdf/torikumi.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/reports.html
http://www.safe.nite.go.jp/shiryo/yoriyoku.html
http://www.safe.nite.go.jp/management/risk/taiken.html


Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 届 出 の 注 意 点 
～23年度届出で見受けられた間違い～ 

 

63 



第一種指定化学物質 

（354物質） 

第二種指定化学物質 

（81物質） 

第一種指定化学物質 

（462物質） 

第二種指定化学物質 

（100物質） 

特定第一種指定化学物質 

（15物質） 
石綿 

エチレンオキシド 

カドミウム及びその化合物 

六価クロム化合物 

塩化ビニル 

ダイオキシン類 

ニッケル化合物 

砒素及びその無機化合物 

ベリリウム及びその化合物 

ベンジリジン＝トリクロリド 

ベンゼン 

1,3-ブタジエン 

ホルムアルデヒド 

鉛化合物 

2-ブロモプロパン 
除外（85物質） 

改正前（435物質） 現行（562物質） 

57物質 

28物質 

276物質 

16物質 

34物質 

(4物質) 

(11物質) 

特定第一種指定化学物質 

（12物質） 
石綿 

エチレンオキシド 

カドミウム及びその化合物 

六価クロム化合物 

塩化ビニル 

ダイオキシン類 

ニッケル化合物 

砒素及びその無機化合物 

ベリリウム及びその化合物 

ベンジリジン＝トリクロリド 

ベンゼン 

メトキサレン 

(1物質) 
メトキサレン 

化管法の対象物質  

追加物質 

217物質 

平成20年11月に政令が改正され、対象物質が変わっています。 

50物質 

19物質 

167物質 
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ＰＲＴＲ届出様式（本紙） 

 

65 

施行規則改正により平成２３年度の届出から様式が変更されています。 



 下水道終末処理施設の名称  
  下水道名リストから選択（数値の記載がある場合） 

 廃棄物の処理方法、廃棄物の種類 

 該当するものを選択（数値の記載がある場合） 

ＰＲＴＲ届出様式（別紙） 
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施行規則改正により平成２３年度の届出
から様式が変更され、届出の項目が追加
されています。 



  PRTR届出作成支援プログラムは、PRTR届出書を作成するためのソフト
ウェアです。本ソフトウェアで作成したファイルは全ての届出方法（書面届出、 
磁気ディスク届出、電子届出）で使用できます。 

 化管法政省令の改正を受け、リニューアルしました。 

特徴１ 基本機能 

●直感的な入力が可能 

●印刷時に文字サイズやレイアウトを

自動調整 

●プルダウン選択式による簡単入力 

●記入内容のチェック機能 

●変更届出書の容易な作成 

特徴２ 省令改正に伴う改良 

●選択方式を採用 

●二次元コード印刷機能を装備 

特徴３ 届出書作成を支援する 

     新機能 

●複数事業所の管理機能を装備 

●燃料小売業用排出量算出機能を装備 

PRTR届出作成支援プログラムのページ 

http://www.prtr.nite.go.jp/prtr/shien.html 

ＰＲＴＲ届出作成支援プログラム① 
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本紙入力フォーム 
●項目に従って必要事項を入力 
●入力漏れや、項目間で矛盾した入

力などはメッセージで注意 

印刷された書面届出書 
●文字サイズやレイアウトを自動調整 
●二次元コードの印刷 

印刷 

ＰＲＴＲ届出作成支援プログラム② 
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